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論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 企業や行政機関の主要業務を支える基幹情報システムの開発では、開発規模の増大や多数・多様な開発要員の参加
により、生産性と品質の安定的な確保が大きな課題になっている。 
 本論文では、これらの課題を解決する方法として、１）情報システム開発方法論と統合開発支援ツール、２）既存
ソフトウェアの再利用、３）ソフトウェア規模の試算見積手法を提案している。 
 まず、本論文では開発プロセスの標準化とデータ中心型アプローチ（DOA）を主要手法にした開発方法論と、スケ
ルトンとソフトウェア部品によるコード自動生成を特長とする統合開発支援ツールを提案している。ソフトウェア部
品における「日付」「金額」などデータ項目が持っている共通の制約条件の集合をドメインと呼び、ドメイン単位で
チェック・編集・変換処理などを部品化したデータ処理部品方式を提案している。この方式を実プロジェクトで計測
した結果、生産性と品質の評価で従来の共通処理部品方式よりも優れていることを確認した。これにより基幹情報シ
ステム開発において、提案されたデータ処理部品方式は既存方式よりも優れており、実用的で有用なものであると言
える。 
 次に、本論文では既存ソフトウェアから業務ルールを抽出するリバースエンジニアリング手法を提案している。業
務で使われているデータ項目に関する制約条件をソースコードから抽出して、その集合を業務ルールとする。この方
式で抽出した業務ルールを既存の基幹情報システムで評価した結果、高い正当性の一致率と抽出率が得られた。本提
案方式の適用により、基幹情報システムの開発において業務仕様の漏れや抜けを防止することが可能となる。また、
ソフトウェアの保守作業においてもドキュメントに記述されていない業務ルールを事前に把握することで効率的な
作業が可能である。 
 最後に、ソフトウェア規模の試算見積の方式を提案している。試算見積の時点では、業務仕様の詳細が決まってお
らず、見積に必要な基礎データが不十分であり精度の高い見積が困難であった。これを解決する手法として、協調フ
ィルタリングによる事例ベース類推法とユースケースモデルからの自動計測法を提案している。協調フィルタリング
による計測では、類似プロジェクト検索と予測の最適アルゴリズムを用いている。この方式による予測結果を実績値
と比較評価した結果、誤差は実用に適する範囲内であった。ユースケースモデルからの自動計測では、計測に必要な
アクタとユースケースの分類ルールを提案している。このルールを実装したツールによる自動計測では、設計者の手
動計測した結果と比較して高い一致率であった。いずれの方式も実用的な精度で試算できることが確認でき、試算見
積や精度向上が期待される。 
 以上のように本論文の内容は、基幹情報システムの開発における生産性と安定した品質の確保に非常に有益である。
よって、本論文は博士（情報科学）論文として十分な価値があるものと認める。 
